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令和６年２月１日付けで公募型プロポーザル手続開始の公示のありました「広島港宇品旅客ターミナルへの広告付行政情報表示機（デジタルサイネージ）設置等事業」の応募資格について、下記に記載した事項は、真実に相違ありません。
記
（※ 該当項目にレ点を記入すること。）
□ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４又は広島市契約規則（昭和３９年広島市規則第２８号）第２条に該当していない。
□ 営業停止処分又は本市の指名停止措置若しくは競争入札参加資格の取り消しを受けていない。
□ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがされていない。
□ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではない。
□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）、広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公表が現に行われている者、若しくは暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者が経営、運営に関係している団体ではない。
□ 広島市税、消費税又は地方消費税に滞納がない。
□ 次に掲げる者でない。
ア 広島港宇品旅客ターミナルへの広告付行政情報表示機（デジタルサイネージ）設置等事業に係るプロポーザル審査委員会の委員
イ アの委員が自ら主宰し、又は役員若しくは顧問として関係する法人その他の組織及び当該組織に所属する者

